
 

国土強靱化地域計画の策定支援について 

 

１ 県の市町村に対する国土強靱化地域計画策定支援方針・取組                                        

県全体の強靱化のためには、市町村においても国土強靱化地域計画を策定し、県と連携を図りながら、

地域計画に基づく取組が進められることが重要である。 

そのため、県では、国及び県の計画・取組等を全市町村に説明し、地域計画策定に向けた契機とする機

会を作った上で、地域計画策定を希望する市町村には、県の計画策定・取組実績を活かし、積極的に支援

する。 

 (1) 国土強靱化地域計画策定に関する市町村説明会の開催（Ｈ28.7.15） 

  国及び県の国土強靱化に関する計画・取組、県の市町村に対する地域計画策定支援等について説明

の上、意見交換を実施した。 

(2) 地域計画策定に関する意向調査の実施（Ｈ28.7～8） 

地域計画策定に関する検討状況（現状、課題、予定等）や県に求める支援内容等の調査を実施した。 

 

２ 県内市町村の国土強靱化地域計画策定に係る検討状況の概要（H28.8.23 現在）                                         

(1) 計画策定意向及び検討状況  

① 策定意向があり、具体的な検討を進めている：１市町村 

② 策定意向はあるが、具体的な検討は行っていない：５市町村 

③ 策定意向も含めて、検討中：24市町村 

④ 策定意向が無い：３市町村 

(2) 検討に当たっての課題等  

  ・ 全庁的な体制づくり（担当部署） 

・ 必要な職員の確保（復興事業や総合戦略に基づく事業、他計画の策定優先等により人員不足） 

  ・ 総合計画や防災計画との関係整理（法定計画では無い地域計画を策定するメリットが不明確） 

(3) 県に求める支援内容  

  ・ 庁外検討会議等へのアドバイザーとしての参画 

  ・ 計画策定に係る助言、情報提供 

 

３ 今後の県の市町村に対する国土強靱化地域計画策定支援                   

(1) 上記２において、「策定意向があり、具体的な検討を進めている」と回答のあった１市と、「策定意

向はあるが、具体的な検討は行っていない」と回答のあった５市町の計６市町村を、11 月中旬～12

月上旬に訪問し、最初の個別打合せを実施した。 

(2) 今後、さらに詳細について意見交換した上で、市町村の希望に応じて、先行事例の紹介、出前講座

の開催、圏域ごとの勉強会の開催、アドバイザーとしての計画策定への参画などの支援を行っていく。 
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